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中国女性の経済参加と「ある選択」
1 .序論
清家彰敏
馬 淑津
中国は市場経済化の現在，都市部は女性労働者を中心とした大規模失業，農
村部は後述するように戦前の苛酷な工場労働の悪夢の再現といった 2 つの大き
な問題を抱えている。本研究はこの問題が1949年の中国指導者の行った「ある
選択J に源を持っと考える。
中国は戦前に悲惨な工場経営の経験を持っている。官僚に支配された工場，
外資系工場は中国人に極めて苛酷な労働を強いた。特に幼女を含む女性労働者
が大量に農村から都市部の工場に連れてこられ，非人間的な低賃金長時間労働
が行なわれたことは，中国の指導者層の経験知として残った。このため，中国
は1949年における都市労働者の不足の時，都市女性を選択し，男女平等経済を
実現した。これは1917年のソビエト連邦の選択を中国化したものであり，男女
別姓，男女平等もソビエト連邦にモテルがある。しかし，指導者層のこの経験
知が後述する「ある選択」を行わせ，方法を自ずと中固化させた。
モデルが決まった以上後はモデルを実行する時期と場の決定が行なわれた。
時期を決めたのは世論と戦争であった。「女子在内」という礼教的規制の厳し
かった中国に，男女平等といった先進的な女性の社会的生産への参加をもたら
すには，運動や政策による促進作用が必要であった。女性の就職については，
前世紀後半キリスト教宣教師が女性職業教育を行ったのを始めとし，辛亥革命
前には梁啓超・秋蓮など改良派も，救国と女性の経済性自立を結合させて積極
的に推進した。
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社会主義婦人運動の中心理念として女性の生産への参加が据えられるように
なったのは， 1930年代の江西ソビエト期以降である。 1943年の中共中央による
「各抗日根拠地における当面の婦人運動の方針に関する決定」で明確になった。
日本軍からの攻撃と経済封鎖のなかで，抗戦堅持・根拠地建設と女性解放とを
両立させる政策が女性の生産への参加であった。
時期が決まった後は，場の選択であった。都市部と農村部が分離された。そ
の理由は農村から都市への女性の連行による劣悪な労働の経験知に加えて，農
村が自給自足であることによる。革命後も生産中心の方針は変わらなかったが，
自給自足的農村では家事の経済的役割はまだ極めて大きかったからである。
1957年の第三回全国婦女代表大会では，家事も社会主義建設の重要な分野であ
ることを強調した運動方針が決議された。これに対し翌年毛沢東は大躍進・人
民公社化を打ち出し，女性にも社会的参加に参加せよと呼びかけたが，農村は
都市と区別された。 1957年の運動方針は女性を家庭へ追L、かえそうとする劉少
奇，部小平の修正主義路線として批判されたが，保守的かっ女性の経済的役割
の大きな農村を事実上，都市部と切り離した結果，都市部を中心とした工業化，
男女平等は大きな政治的，経済的成功を収めた。その成功の鍵が「ある選択」
であった。
ところが，その選択は，農村部を戦前のまま，残すことになった。現在，市
場経済化が進む中で，農村はかつての戦前と同様の悲惨な労働を強いられる可
能性がある。本稿は，事例研究を通して，戦前を学習する必要があること，
1949年の中国政府の選択が50年後の中国を決めたことを明確にする。
2. 中国女性の隷属期と企業活動
1949年以前は，女性の隷属期と規定できる（注 1 ）。中国に限らず近代化以前の
国家は女性を家庭における従属的地位と位置付ける場合が多い（注 2）。欧米日の
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植民地政策，清王朝，軍閥の政策，古くからの阻習の対崎の中で中国女性は家
庭，社会における隷属的地位を受け入れてきた（注 3 ）。 20世紀初頭，中国では，
男女共学の実現，女性運動の展開にもかかわらず，男女平等の思想は社会にも
教育制度的にも広く受け入れられることはなかった。 1926年，文盲は20歳から
25歳の女性でも83.4% に達し， 40歳以上では98.9%を占めた（注 4 ）。また，企業
においては男性に比して劣悪な労働条件に加え，賃金は男性の半分から 3 分の
l であった（注 5 ）。このような経済的自立が困難な状況では女性は家庭，社会，
企業において隷属的地位に甘んじるしかなかった。
1949年以前の政治，経済的背景は，近代において中国が鎖国政策を放棄し，
清朝が崩壊し，その後の中華民国はその基盤が脆弱であるといった状況に代表
される。その中で，海外の軍事的侵略に加えて，外国資本の侵入が急激になっ
た。 1920年外国資本は16.67億元，中国資本は 7 億元にしかならなかった。産
業総資本金において，外国資本は70.4%を占め，中国資本は29.6%にしか達しな
かった。 1936年には，外国資本は64億元，中国資本は17.7億元であり，外国資
本の割合が78.4% に達し，中国資本の割合は21.6% に減少した (1936年）（注 6 ）。
工業資本においても，外国資本は中国工業資本総額の 71.6 %を占めた
(1936年）（注 7 ）。
外国資本は中国で銑鉄生産高の総量の96.8%，石炭生産高の65.7% (1936 
年）（注 8 ），発電力量の77.1% (1936年）（注 9 ），綿布生産高の64%，タバコ生産高
の58% (1935年）（注IO）を独占，支配していた。また，中国の鉄道線路の90.7%
も支配していた (1936年）（注11)。さらに，外国資本は巨大な金融勢力を持ち，
金融を支配した。 1931年香港上海銀行 (1864年イギリスが香港に創立した， H
ongkong & Shanghai Bank), CTBank等の上位 4 外国銀行の総資本金は84.
7億元に達し，中国における 29 ヵ所大手銀行の総資本金は25.6億元にしかなら
なかった（注12）。しかし，資本的に弱し、中国企業は，その一方で労働者数では大
きなウェイトとを持っていた。したがって，資本力が相対的に弱い中国企業は，
外資系企業に比較して劣悪な雇用条件を規定せざるえなかった。やがてその労
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働者の生活は大きな社会問題となる。図表1はその代表的な産業である紡績業
における資本別労働者数の比率である。
図表 1 全国紡績工場労働者数
紡績労働者数（人）
民族資本の労働者数
外国資本の労働者数
234,540 
138,613 
95,927 
一山一肌一山
出所：『第 1 次労働年鑑』 (1927年）
ところで，当時の中国資本には狭義の民族資本（民間資本：民間企業を意味
する）と官僚資本（官僚企業と規定する）に分けられた。当時，中国では国，
地方政府の資本による官営企業は存在しなかった。当時の日本の文献にみられ
る中国の「官営企業J とは官僚が作った官僚資本による官僚企業を指している。
官僚資本とは，当時の中華民国の一部宮僚が特権を利用し創設，運営した宮僚
企業を指している。やがてこの官僚企業の拡大が中国の経済崩壊の原因となっ
fこ。
1936年中国工業総資本金では民族資本が85%，官僚資本が15%であった。第
二次世界大戦が1945年終了し，日独伊の外国資本は国民党の官僚によって官僚
資本（官僚企業）とされ，官僚資本のウェイトが急増した。また，戦後の不況
により民族資本である中国の民間企業は逼迫し，大量の借金を抱え経営するこ
とになった。官需を官僚資本が独占したため，民間企業の圏窮はより深刻となっ
た。そのため，民間企業は外国企業や官僚企業に次々吸収・合併されていっ
た（注13）。 1946年には官僚資本が中国工業総資本金に占める割合が67.3% に上り，
民族資本は30.42% に急減した（注14）。このことは，社会性を持たない企業を利
権のため官僚が保有するという構造が，いかに経済の健全性を損なうかという
顕著な事例となった。社会性を持った固有企業への待望論は強まった。
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女性の社会進出
この時代は，民間企業の経営と都市部労働者の生活が大きな打撃を受けた点
で特徴づけられる。 1920年代末，低賃金労働，高いエンケル係数といった貧困
が，庶民を襲った（注15）。この時期は世界史的には金融恐慌と世界恐慌に重なる。
この期の経験は1949年以降，後述する単位（生活基盤全てを持った固有企業）
を作るという動因になる。
不況に加えて，「軍閥戦争」（注16〕によって物価は急上昇し，乱立する地方政
府は不当に高い納税義務をしいた。その結果，大量の破産した農民は都市部へ
流入した。 1926年からの10年間で，農民の収支が急速に悪化した。この流入に
よって都市部の労働者は競争にさらされることになり，都市部の庶民の生活は
より圧迫されることになった。また，農村から都市へ労働力として多数の女性
が移動した。童女を含む安価な労働力としてのこれらの多数の女性は，社会不
安定の象徴的な存在であった。この経験は，後述する 1949年以降の都市部と農
村部の移動を原則禁止する戸籍制度へと繋がる。
この時代の人材配置の原理は後述する「男性から安価で扱いやすい女性に置
き換わっていく」という言葉で代表される。このような社会においては，特に
男性の失業等が深刻となる。失業しなくても，男性労働者の給与は低く， 1920
年代末で家計の43.5%を占める給与しか獲得できなかった。このような経済状
況は労働者の家計を圧迫し，多くの労働者は家族を扶養できなくなり，女性は
生計を助けるため働かざるを得なくなった（女性は家庭を守るという観念は経
済的条件で成立しなかった）（注17）。つまり，中国近代工業における男子労働の
低賃金は，女子労働者の創出条件として捉えられる（注18）。一般的には，家計を
女性が補填する形は女性の家庭内での地位を上げると思われる。しかし，男性
に比して 3 分の 1 の給与しか，保障されなかったため，この社会進出は女性の
男性に対する社会的地位を上げるという結果をもたらさなかった。より下層の
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低賃金労働者が供給されたと社会的には受けとめられ，女性を男性に比してよ
り社会的劣位に位置付けることになった。その結果，多くの女性はその家計へ
の貢献にもかかわらず，社会的地位に連動して家庭内地位をも下げることになっ
たのである。家計への貢献は裏目に出たのである。
繊維工業は中国近代工業の主導的かっ最大の部門であり，多数の女子労働者
が雇用されている。女子労働者が雇用される社会的，経済的根拠について，阿
部氏は①機械の利用により労働者の技術的熟練及び体力の必要性が減じた，②
女子労働者は低賃金労働者である，③女子労働者は資本に対する抵抗力の弱い
労働者とみられている，④特に女性の多い紡績業においては作業に女子の指先
の器用さが有利と評価された，と述べている（注目）。まさに「男性から安価で扱
いやすい女性に移り変わっていく」社会である。このような社会では女性の地
位は向上しょうがない。
この後，状況はより女性に苛酷になった。労働市場は，より下層の低賃金労
働力を求めて雇用対象を若年女子，幼年女子へと向けたのである。中国の工場
法（工廠法）は，最低の年齢について，「工場ハ14歳未満の男女ヲ雇傭シテ工
場労働者ト為スコトヲ得ス」（第五条）と規定している（注20）。しかし，現実に
は幼年労働者が多数使用された。この問題に対して，岡部氏は，当時戸籍法を
欠いていることのほか，本人（ないし彼らの代理人）がしばしば年齢を正確に
告げないと指摘している。また，工場側もこの工場法の規定している最低年齢
を無視した（注21)。また，上海幼年労働委員会は経済的・社会的原因および教育
設備の欠如のため，可能な限り幼少のころから仕事につかさせることが一般的
な慣習となっていると述べている（注22）。幼い女児の労働はさらにより苛酷な
勤務条件を成人女性につきつけ， しばしば給与は切り下げられることになっ
た。
このような経済状況下での女性労働について分析する。
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女性労働者の数
1920年代，当時の中国人労働者についての統計を得ることは極めて難しい。
当時の中国には信頼できる統計がない。中国における産業の多くは未だ手工業
生産の域を脱せず，労働者が企業に集中されていなかったため，その正確な実
数を得ることが大変困難であった。かっ，広大な国土に加えて，地方自治制度
の不整備で，十分な調査がおこなわれなかった（注却。以下，隈られた資料をも
とに当時の労働状況を分析する。
松井の「支部労働者の現状」（注24）によると，全国の職工数は7人以上の工場
を基礎として約662,400人，その内，官営工場（官僚企業に相当する） 26,400 
人，残りの民営工場（民営企業）に働く 642,000人中， 255,000人は女工（40%)
である。この女工総数は羅の統計データ 162367人と比べやや多いが，女性比率
はほぼ一致している（図表 2 を参照）。
図表 2 1920年業種別全国女性労働者数とその比率
業 種 人 数 女性比率
紡績（染色） 135781人 46.7% 
機 械 143 0.8% 
化 学 8612 20.5% 
飲 食 15616 42.5% 
その他（雑業） 2215 16.0% 
合計 162367 40.5% 
出所：羅蘇文『女性与近代中国社会』 1996
しかし，この数字は工場の職工だけの資料（当時，工場の労働者を屋内労働
者といった，これ以外にかなりの数の屋外労働者が存在した）で，中国全体の
労働者数を推測するのには不十分である。当時多くの労働者が集中した上海に
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おいては屋内労働者数以外に屋外労働者を統計データとして残している。それ
が以下の図表 3~1, 3 2 である（上海の屋内労働者は313,500人で松井の全
国662,400人に対して約半数に達する）。ここから屋外と屋内を加えた中国全体
の労働状況を推し量ることができる。屋内労働者数約313500人に対して屋外労
働者97776人である。したがって，屋内 3 に対して屋外 l である。
松井の662,400屋内労働者に対して，屋外労働者が約20万人はいたことにな
る。しかし，屋外労働は重肉体労働なので，女性の進出分野ではないかと考え
られる。したがって，屋外と屋内を加えた中国全体の労働状況から分析すると，
女性比率は40%に達していないといえる。
図表 3 1 屋内労働者数 図表 3 2 屋外労働者数
工 場 労働者数 工 士曇 労働者数
紡績工場 90000人 鴫頭苦力 13776人
トー
煙草製造 15000 同抱車夫 15000 
江南製造所 4000 荷車曳 12000 
硝 子 1500 日傭夫 2000 
裁縫工 47000 人力車夫 35000 
製 革 1000 輪車人夫 15000 
印刷工場 10000 糞尿吸取夫 5000 
電気製造 6000 i仁kJ 計 97776 
兵機工場 4000 
造 船 40000 
朝t 工 25000 
大工指物 70000 
i5- 計 313500 
出所：『大阪毎日』 1920年 5 月 23 日により
さて，女子労働者の雇用は特に沿海，長江流域の企業に集中していた。羅氏
は女性労働者における出身地からみると，農村出身の人が中心で，紡績業では
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大体地元出身30%，近所の農村27%，他省出身約43%だと述べている（注25）。
1920年の統計によると，江蘇14.2万人，漸江1.6万人，安徽1.3万人，湖北1.1
万人で，東部沿海省女工は80%を占めていた（注26）。工業化された上海，広東，
武漢，青島等の大都市がその中心であった。
1924年前後上海工業部門は168815人のうち女性は120946人に達し，その中で
12歳未満の女性幼年労働者が17704人を占めていた。また， 1924年上海女工数
の調査では，女工総数10.55万人のうち，紡績・染色業女工9.08万人，飲食業
女工0.84万，両業界において女工は女工総数の90%を占める（注27）。
1930年 9 省29市女工の調査（図表 4 ）によれば，女性労働者数は374117人，
1920年の 3 倍に達した。
図表 4 1930年 9 省29市業種別女性労働者の比率
業 種 人 数 女性比率
紡 績 337546人 59.5% 
イヒ Aう主乙J与 9907 13.8% 
食 口口 14843 8.4% 
そ の他 10289 5.1% 
ム仁3 5十 374117 31.1% 
出所：羅蘇文『女性与近代中国社会』 1996
職種は紡積業が大半で，労働力の構成は前述したように低賃金を期待しうる
社会的弱者「女工，童工（幼年労働者）」が主体であった（図表 5 ）。幼年女子
の雇用は沿海部を中心に中国全土に広がったと考えられる。
図表 5 女工年齢別の比率
15歳未満 15～20歳 20～25歳 25～30歳 合計
上 海 23.0% 36.1% 19.9% 12.1% 91.1% 
青 島 6.6% 59.8% 23.5% 5.6% 95.5% 
天 津 11.5% 33.0% 26.4% 14.9% 85.8% 
出所：羅蘇文『女性与近代中国社会J 1996 
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1946年の統計からみると，女工が半数以上を占める業種には主に熟練工，半
技能工を中心とする業種である。また，女工は大中型企業に集中された（注28)0 
1949年まで女工数は60万人にしか達せず，男女比は7.5%であった。 1920, 1930 
年代とほぼ女性比率は40%以上を占めていたのに対し，減少した。労働条件的
には男性に対し劣位であったが，労働者として常に半数近くを占めていた女性
比率が急速に低下したことが1940年代の特徴である。その主要な原因の一つが，
当時の女性は家庭に返れといった復古的な思想の広がりであった。このことは，
1949年の女性の解放，男女平等経済の成立に繋がったと思われる。
さて，中国は戦前に悲惨な工場経営の経験を持っている。宮僚に支配された
工場，外資系工場は中国人に極めて苛酷な労働を強いた。特に幼女を含む女性
労働者が大量に農村から都市部の工場に連れてこられ，非人間的な低賃金長時
間労働が行なわれたことは，中国の指導者層の経験知として残り，「ある選択」
に繋がる。苛酷な労働の記憶は同胞であるより，異民族である方がより鮮烈な
経験知となる。したがって，特に外資系として日本企業の事例を分析する。
3. 外資の現状 関東庁管内による調査からの中日女性労働者につい
ての比較
1920, 1930年代において，農村から連れられてきた幼年女子中心の労働の事
例として，中国東北地方（旧満州）における日本企業を取り上げる。これらの
日本企業は低廉な女子労働を目的に中国に進出したと思われる。中国の民間資
本で広がった低廉な女子の雇用は，外資を中国に呼び込む誘因となった。特に，
当時，日本の植民地であり，女性の地位が伝統的に低い東北（満州）は，他の
中国各地に比較してより女性の労働は劣悪であった。これらの事例は70年以上
経過した現在においても，中国に進出した日本企業が教訓とすべき多くのこと
を含んでいる。
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さて，日本の植民地支配の中心であった関東庁管内は昭和2年（1927年）第
一回の労働調査（注29）を行い， 4 年後，昭和 6 年（1931) 二回目調査を実施し
た。その結果を通じて，民族差別・男女差別による中国支配の状況を分析して
みよう。これらの調査は特に中日において女性労働者が，労働条件，賃金面で
二極分化状態に置かれていたことを明らかにしている。
このようにして，民間資本，外資の両者とも女性に関して劣悪な条件をもた
らし fこ。
この劣悪な条件は，経済的困窮と大量の就職予備軍の存在によってより劣悪
な条件へと組替えられていき，女性の困窮，家庭・社会への隷属は強化されて
L、っ fこ。
①女性労働者の事業分布
事業の種類を大別して15業種世30）であり，各事業に属する女性労働者総数
は3962人，その内，繊維工業1893人（48%）最も多く飲食料品・晴好品製造業
1027人（30%）化学工業661人 (17%），紙工業153人（4 %），窯業77人（ 2%), 
被服・身の回り品製造業62人（2 %）順番となり，其の他の事業は労働者数40
人（ 1 %）以下である。男性労働者と比べ，男性労働者総数は40674人，その
内金属工業9026人（22%）最も多L、。次は窯業6752人 (17%），繊維工業5689
人 (14%），機械機具製造業5507人 (14%），化学工業4005人 (10%），木・竹
類に関する製造業2670人（7 %），飲食料品・曙好品製造業2436人（6 %），瓦
斯・電気及び天然力利用に関する業1713人（4.2%），製版・印刷・製本業1429
人（3.5%），被服・身の回り品製造業552人（l.4%）となり，その他の事業は労
働者数500人以下である。
さらに分析してみると，女性労働者は繊維工業の綿糸紡績業，化学工業の燐
寸・附木製造，飲食・噌好品製造業の精穀・製粉業及び、煙草製造が主に集中さ
れること（図表 6 参照）に対して，男性労働者は金属工業，窯業，機械機具製
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造業の機関車・車両製造，繊維，化学工業に集中されること（図表 7 参照）が
分かっている。つまり，男性は当時の先端技術である重工業に傾き，女性は労
働集約型で，より単純化・標準化された軽工業に集中するという分業体制だと
考えられる。「男性が安価で扱いやすい女性へ置き返られる」構図が窺える。
図表 6
女性労働者分布
図表 7
男性労働者分布
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国籍別にすれば，日本内地人女性労働者は総数75人中，繊維工業29人（39%)
最も多く次ぎ製版・印刷・製本業17人（22%），紙工業11人 (15%），瓦斯・電
気及び天然力利用に関する業 9 人 (12%），窯業 7 人（9%），最後飲食・晴好品
製造業 2 人（3 %）である。
中国人女性労働者は総数3371人中，繊維工業1768人（52%）最も多く次ぎ飲
食・曙好品製造業894人（26%），化学工業478人 (14%），窯業62人（2%），被服・
身の回り品製造業62人（2%），順番となり，その他の事業は50人以下である。
日本内地人女性労働者の事業分布と比べ，繊維工業には最も多く女性が働く
共通点があるが，事業別にみると 93%の中国女性労働者は割に繊維，飲食・晴
好品，化学工業3つの事業に集中される。これに対して，日本内地人の女性労
働者は広く各産業に分散している（図表 8, 9 参照）。
図表 8
中国女性労働者分布
その他
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図表 9 日本内地人女性労働者事業分布
五斯、電気及
び天然力利用に関する業 窯業
製版、印刷、
制本業
22% 
12% 9% 
繊維工業
39% 
図表 6 ～ 9 出所：『昭和二年 関東庁労働統計書』 8 頁～11頁により作成
朝鮮人女性労働者は総数516人中，化学工業183人（35%）最も多く次ぎ飲食・
晴好品製造業131人（25%），紙工業96人 (19%），繊維工業96人（19%），窯業 8
人（ 2 %），最後製版・印刷・製本業2人である。日本内地人女性労働者と同じ
ように分散していると言えるが，朝鮮人女性労働者は大きく化学工業に集中し
ている。
熟練者が多かった日本内地人，朝鮮人女性労働者の労働分布と異なり，中国
女性労働者は当時，標準化・単純化していた繊維工業に集中している。このこ
とは，安価な労働者としてしか中国人女性が評価されていなかったことを意味
している。中国東北地方では，女性労働は健康でさえあれば，教育も，熟練も
間わなかったことの反映といえる。より安価な女性の獲得こそが競争力強化の
手段であった。
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②産業別女性労働者の比率（注31)
国籍別女性労働者はその国の労働者総数に占める比率は日本内地人 2%，中
国人 9%，朝鮮人46%である。そのうち，代表的な女性産業である繊維工業に
おいては，日本内地人25%，中国人24%，朝鮮人58%であり，日本内地人と中
国女性労働者その比率はほぼ同じであるが，紙工業では，日本内地人21%，中
国人11%，朝鮮人64%，日本内地人と比べ中国人女性労働者が占める比率は少
ない。それに対し，飲食・噌好品製造業においては，中国人女性労働者の比率
は28%，日本内地人の3%よりずいぶん高い（図表10参照）。
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図表10 国籍別各事業における女性労働者比率の比較
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③勤務年数
昭和 2 年の調査では，日本内地人男性労働者中勤続一年以内の者 5%，五年
以内（ 1 ～ 5 年まで）の者14%，五年を超える者81%，日本内地人女性労働者
中一年以内の者32%，五年以内の者28%，五年を超える者40%の割合になってい
る。これに対して，中国男性労働者中勤続一年以内の者29%，五年以内 (1 ～ 5
年まで）の者39%，五年を超える者32%，中国人女性労働者中一年以内の者56%,
五年以内の者40%，五年を超える者 4%しかの割合になっていない（図表11参照）。
日本内地人男性は五年を超える者は多いのに対し，中国人男性は五年以内の者
が多く，日本内地人女性と比較してみても，五年を超える者が少ない。中国人
女性労働者は勤務年数が最も少ないことがわかる。作業が標準化・単純化して
いる産業構造では，より若く勤続年数が短いことは，より安価な労働力であり，企
業の競争力が高いことを意味する。さて，短い雇用期間は大量の人材移動，活発
な労働市場の存在を意味し，農村からの人身売買に近い労働市場は社会不安を
助長する。また，雇用者が若く，期間が短いことは，後述する婚姻率と関係する。
また，勤務20年から25年（最も長い）の女性労働者11人のうち，飲食料品・
晴好品製造業，化学工業を除く，残り 8 人は全部日本内地人であり，繊維工業
に集中している（由2）。もし，彼女らが熟練工であれば，
女性の熟練工への登用を阻害したとも考えられる。
彼女らの存在は中国人
図表11 従業年数別男女労働者比率の比較
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出所：『昭和二年 関東庁労働統計書』 157頁～169頁により作成
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また，昭和6年における勤務年数は国別及び男女別に細別すると，日本内地
人男子が最も長く (10.7年）中国人女性が極点に短い（1.11年）（注33）。このこ
とは，図表11 と合わせ，中国女性の未成年労働者が短時間で退職してし、く。単
純作業中心の低水準労働者であり，日本企業は，中国への技術・熟練移転を伴
わない形の企業進出を行っていたとも推測できる。
④賃金
紡績工場では，男の職工頭は月給制であり月給は銀20圃から30園をもらった。
女の職工頭は日給制で日給5, 60仙であった。その他の男工は日給制で日給最
高50仙から25仙，幼年工は日給22仙から 18仙であった（注34）。
中国において近代的諸工業の労働者の賃金が国際的にみてきわめて低いにあ
ることは否定しがたい。 1932年紡績業における賃金調査によると，中国の紡績
業者の賃金は調査の対象のうち最低である。アメリカ，イギリスの10%ないし
20%にすぎず，低賃金国である日本と比べても約64%にとどまっている（注35）。
まず，労働者の一日平均賃金についての比較してみよう。昭和二年の調査に
よると労働者の総平均賃金は82銭であり，日本内地人は 3 圏88銭，中国人は53
銭にすぎなし、。事業の種類と賃金の関係をみると，機械器具製造業の2園12銭
が最高で，繊維工業の35銭が最低になっている（注36）。昭和六年関東庁労働統計
書によると，労働者の総平均賃金は57銭，昭和二年と比べて25銭少なし、。事業
の種類と賃金の関係をみると，造船業，運搬用具製造業の 1 園78銭が最高で，
繊維工業の23銭が最低になっている（出7)
また，男女思lj，国別と賃金（昭和 6 年）の関係をみると，日本内地人男性 3
円28銭，女性 l 円 7 銭である。これに対して，中国人男性は35銭，女性16銭に
すぎない。日本内地人男子の賃金は日本内地人女子の3倍に相当し，中国人男
子の賃金は中国人女子の 2 倍ぐらいになっているが，日本内地人女性の賃金は
中国人男性の 3 倍にも達する（注38）日本内地人男性の賃金は最も多く中国人男
性の 9 倍に相当し，中国女性の賃金は最も少なく，日本内地人女性の賃金はそ
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の 6 倍に達する（注39）。このことは，中国人女性が未成年で，給与水準が年齢給
的面でも低く押さえられることと無関係ではないと思われるが，この格差は，
未成年といった雇用年齢差だけでは説明できない。
日本内地人の給与は日本国内の給与水準と連動して，中国人の給与は中国国
内の給与水準と連動していると思われ，日本と中国の給与水準の差をこの差は
示しているとも考えられるが，その差に加えて，海外勤務手当等の存在も考え
られる。
給与は中国人の男女の給与差が少ない業種と，その差が大きい業種があるO
一般に中国人の男女給与差が少ない業種は給与水準が低い。差が大きい業種は
男性の給与が比較的高い。まったく中国人女性がいない業種である機械器具製
造業はもっとも中国人男性の給与が高い。このことは女性の給与の低さが低賃
金労働を引き起こす誘因になっていたことの証左である。低賃金で隷属的労働
者としての女性の存在とその給与がすべての構成員の給与の基準を作っていた
と考えられる（図12参照）。
また，共産政権成立以前の中国は，自給自足経済がまだ主流であったため物
価が低廉で生活費が安い結果，労働者の賃金も地域によっては驚くほど低廉で
あった。この点がより女性労働の評価を結果として下げ，外国列強の中国工業
界へ進出する要因となったのである。現在，中国の農村部はほぼ自給自足経済
で，物価が低廉で極めて生活費が低L、。企業の進出条件と意思決定は70年後の
現在と当時は驚くほど酷似している。
次に，労働時聞を取り上げよう。
⑤労働時間
労働時間はその労働の種類によって異なる。最短 8 時聞から最長15時間で平
均では12時間である（注40）。 12時間労働で，紡績工場は午前 6 時と午後 6 時を交
替時間として 2 交替制で労働に従事するのが普通であった（注41)。
昭和 2 年調査により日本内地人工場においては， 10時間以内のもの195, 10 
-252 ( 770) 
図表12
国別男女別一日平均賃金
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出所：関東庁『昭和六年 関東庁労働統計書』 135頁～137頁により作成
時間を超えるもの119で，労働時間10時間以内の工場が多いのに対して，中国
人工場においては， 10時間以内のもの46, 10時間を超えるもの161であり，労
働時間10時間を超える工場がはるかに多い。従って，平均労働時間においては
日本内地人の10時間14分に対し，中国人工場は11時間25分で，平均1時間以上
の差異がある（注42）。昭和6年の調査をみるとその差異はもっと拡大している。
このことは後述する婚姻率とも関係している。労働時間は婚姻率が低いと無制
限に増加させることが可能になる。
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⑥労働者の年齢
昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者は21歳から50歳，中国人労働者は11
歳から40歳のものが最も多く，中国人労働者は日本内地人労働者に比べ若年者
の割合が特に多い。労働者総数44,636人中女性労働者は3,962人，総数の8.9%
にすぎない。女性労働者中日本人女性は75人， 8.9%を占めるに対して，中国女
性は3,371人， 85%を占める。
次に20歳未満の未成年労働者と 21歳以上の成年労働者を対象にし，未成年労
働者は男子20%に対し女子74%，成人労働者は男子80%に対し女子26%に当たり，
未成年労働者と成年労働者との比率は男女逆転している。未成年の女子（大部
分は中国人）が主に農村から集められ低賃金労働が行なわれていたことがうか
がわれる。このような農村からの若年女性の移動は社会不安にも繋がりかねな
い。このことはやがて，農村から都市への移動を原則禁止するという 1949年以
降の戸籍法に繋がる。
上記の状況は中国労働者にとっては極めて苛酷である。中国人における未成
年労働者は男子22%，女子78%に対し，日本内地人未成年労働者は男子5%，女
子24%に止まる（注43）。
昭和 6 年の調査でみると，中国の女性労働者は20歳以下の者が 7 割に達し，
日本内地人女性の20歳以下は 1 割以内であり，非常に少ない。女子の未成年労
働が最大の問題であったと思われる。
しかし，全体としては中国の東北地方では中国の華中，上海等に比較して極
端に女性労働者は少なし労働者全体の8%にすぎない。国別における男女の
割合では，日本内地人は男子98.9%女子1.1%，中国人は男子91.9%女子8.1%であ
る。前回の調査と比較すれば，両国とも男子の割合は若干増加したのに対して
女子の割合は減少した。
⑦労働者の配偶関係についての比較
昭和 2 年の調査では，労働者総数中有配偶者は47%，無配偶者は53%を占め，
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無配偶者の割合が多い。ただし国別及び男女別に分けてみると日本内地人中
有配偶者は男性81%，女性64%，無配偶者は男性19%女性36%である。有配偶者
の割合は圧倒的多いのに対して，中国人労働者中有配偶者は男性45%女性22%,
無配偶者は男性55%女性78%に当たり，無配偶者の割合が遥かに多い（注44）。中
国人の若い女性を中心とした大量の農村からの移動がその原因である。大多数
が，配偶者がいないことは無制限な労働条件を可能にし，拘束が多い配偶者は
差別されかねず，労働の苛酷さを助長した。このことは安定的な労働と矛盾し
ない結婚制度の実現といった動因につながる。これは1950年以降，婚姻法とし
て男女別姓，家庭からの女性の解放として実現された。
昭和6年の調査における有配偶者はその比率が前回に比べ少し減少した。し
かし，女性労働者中有配偶者の比率は増大し，中国人女性の婚姻率は10%に上
昇した（ちなみに日本内地人女性も 3%上昇）。当時は安価で扱いやすく無制
限な労働に耐える独身女性の存在とその低賃金が競争力であった。その点で，
婚姻率の上昇は今以上の関心事であったと思われる。
⑧識字率と男女差
当時，労働者の識字能力は簡単な新聞雑誌類を読み得るかどうかを標準とし
てその能不能を区別した（注45）。労働者総数中識字能力ある者は36%，能力ない
者は64%の割合である。国別にみると，日本内地人中で能力のない者はほとん
どなく，能力ある者の比率が男子は100%，女子は93%である。これに対し，中
国人の中で能力ある者は男子32%，女子は 3% しかない現状であった。これは
戦前，国家や男女の差別により厳然とした教育的格差（注46）が存在したことを
示していた。このことは男女平等経済実現の最大の障害であった。これについ
ては1949年以降全国的に解決が試みられる。
昭和 2 年の調査と比べても，中国人は依然として男女共に極めて多数の文盲
が存在し，男女共に不能者の割合がほとんどかわらなかったことがわかる。こ
れは，日本の植民地教育体制によって教育レベルが向上しなかったことを意味
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している。
第 4 次中国全国人口普査によれば， 1980年代初頭においても女性文盲率は
45.23% と依然、として高く，女性総人口の約半数を占めていた。ほとんど農村
部の中高年の女性と思われる。 1990年では女性文盲率18.59%，男性文盲率
6.26%であり女性は男性の 3 倍であり，総文盲率の73.49%を占めた。 90年代
になって女性文盲率は急速に減少したが，男性と比べ遅いと思われる。したがっ
て，女性が総文盲数に占める比率は段々高くなり， 80年代の69.2%から90年代
73.49% と上った。ところで，若年層の文盲が注目される。 1990年， 15～19歳
の女性で都市部の文盲率は1.7%であるのに対して農村部は9.6%に達する。都
市部女性と比較して極めて多いことに注意を払わなければならない（注47）。改革
開放以来，学業を捨て農村から都市部へ出たがる女性は教育を軽視しがちであ
る。これは戦前の劣悪な労働と低い教育の悪循環が再現されることを予感させ
る。
さて，中国は1949年以前に悲惨な工場経営の経験を持った。官僚に支配され
た工場，外資系工場は中国人に極めて苛酷な労働を強いた。幼女を含む文盲の
女性労働者が大量に農村部から都市部の工場に連れてこられ，劣悪な長時間労
働が行なわれた。このことは，毛沢東をはじめ中国の指導者層に経験知として
強く残った。このため，後述するように中国は1949年における都市労働者の不
足の時，農村からの労働者移入を避けたのである。労働者として都市女性を家
庭から解放し，労働資源とするという政策を選択した。男女平等経済を実現し
たのである。これが「ある選択」であり，後述するように多くの意味をもって
いる。
4. 討議ある選択
問題意識
中国は市場経済化が進む現在，都市部は女性労働者を中心とした大規模失業，
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農村部は戦前の苛酷な工場労働の悪夢の再現といった 2 つの大きな問題を抱え
ている。
市場経済とともに，組織再構築は男性を中心にしたもので，多くの企業で競
争力の向上という原理のもと女性を排除する方向で行われている。北京統計局
によると，女性はレイオフされた者の 7 割近くに達しており，固有企業のリス
トラのしわ寄せを女性が受けている（注48）。全労働者の比率では女性は40%に満
たないことを考えると，女性労働者がリストラされる可能性は男性の 2 倍であ
る。その中で最も集中しているのは35歳以上の者であり，彼女立ちは安定した
仕事を再び見つけることは困難である。その結果，女性は仕事を奪われ，その
上で家庭においては，家庭内労働は正当に評価されず，一方，市場化による家
計の悪化でより劣悪な職場での労働も強いられかねない。
農村部の労働事情については謹深氏は「90年代に私が広東省の郷鎮企業企業
で調査をした時，ある出稼ぎの若い女性から次ぎのような訴えを聞かされた。
彼女と同郷のある人が，『父，病死す。すぐ帰れ。』という電報を家から受け取っ
た。その人は，泣きながら工場側に休暇を原郎、出た，工場側は休暇をとるのを
許可しなかっただけでなく，辞職さえだめと言ったので，彼女は120元の保証
金を失って何も言わずに去るよりほかなかった」と述べたほ49）。
また，郷鎮企業企業で働く女性戦前と同じように報奨金，罰金を用いている。
大抵の小さな工場では 1 度目の規則違反は罰金， 2 度目は罰金と警告， 3 度目
は解雇となる（注50）。
このように，戦前の隷属期に起った劣悪な労働が農村部で再現されつつある。
本研究は上記の問題が1949年の中国指導者の行った後述する「ある選択」に
源を持っと考える。
中国共産党の決定は1917年のソビエ卜連邦の選択を中国化したものであった。
中国における男女別姓，男女平等もソビエト連邦にモテソレがある。モデ、ルが決
まった以上後はモデルを実行する時期と場の決定が行なわれた。時期を決めた
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のは世論と戦争であった。
さて，近代の中国では一般的に女性は（ひいては彼女たちの労働も）その家
族制度により永く家庭の中に閉ざされてきた。新文化運動からマルクス主義の
学説は中国に大きな影響を与えた。李達は「女子解放論」という論文で，「女
子の地位は，常に経済の変化によって変わっていく。女子も『人』である以上，
生産者となるべきだ。これは社会が必要とする経済的要素であり，個人を左右
する重要な問題である」と述べている（注51)。毛沢東は1940年中央婦女委への返
信で，「女性の偉大な役割は第一に経済面にあり，彼女たちがいなければ生産
はすすめられなし、。……女性の経済・生産面での役割を高めれば，男子の共感
が得られる。これは男子の利益と衝突しないj と指示した（注52）。同年延安の国
際婦人記念日の講演の中で，「女性の力は偉大である。現在われわれは女性が
戦争に参加することを必要としており，女性が生産に参加することも必要とし
ている。女性が世界の中のすべてのことに参加しなければ成功し得ない」と述
べた世間。
毛沢東は戦争の期間中，中国の革命は女性の支持がなければ決して勝利でき
ないと指摘したことがあるが，それは後に社会主義革命・建設のさまざまな局
目に応じて，女性たちの「潜在的革命力」あるいは「労働力」を考えなければ，
そしてさらに，「女性たちを指導的地位に引き上げj なければ社会主義建設の
具体的な成果はありえないとの考えに発展した。
1955年には「偉大な社会主義社会を建設するためには，広範な婦人大衆を動
員して生産活動に参加させることが，極めて大きな意味をもっている。生産を
する中で，必ず男女の同一労働・同一賃金を実現しなければならない。真の男
女平等は，社会全体の社会主義的改造の過程では初めて実現できる」と強調し
_, （注54)
十、ー。
社会主義婦人運動の中心に女性の生産への参加が据えられるようになったの
は， 1930年代の江西ソビエト期以降，とりわけ1943年中共中央による「各抗日
根拠地における当面の婦人運動の方針に関する決定」からである。日本軍によ
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る攻撃と経済封鎖のなかで，抗戦堅持・根拠地建設という一般的任務と女性解
放への道とを結合させるもっとも中心的な環は女性の生産への参加であるとさ
れたのである。 1948年12月中央は「中国共産党中央委員会の当面の解放区農村
女性工作に関する決定」（四八年決定）を公布した。広範な女性大衆を動員し
て積極的に生産に参加させることを農村女性工作の中心課題となる世間。 49年
3 月，中国共産党第7期中央委員会第 2 回全体会議は，中国革命の重心が農村
から都市に移ったので，全党は都市を管理し建設することを学ぶ努力をしなけ
ればならないと提出した。この思想は，中国婦女第 1 回全国大会の指導方針と
なった。大会が「工作任務は主として，女性を動員し組織し都市経済建設に適
合する各種の生産事業に参加させることである」と決定した（注56）。後は，政治
的な勝利（内戦の終結）を待って，「ある選択」を受けた意思決定は行なわれ
た。
さて，男女平等経済への転換の時期が決まった後は，場の選択であった。上
位システムにおける合理に従った下位システムにおける差別は競争と成長の原
動力となる。この原理に合う形で都市部と農村部が分離された。その分りやす
い理由として農村から都市への女性の連行による劣悪な労働の経験知に加えて，
農村が自給自足であることによる転換の困難さが説明の原理として用いられ，
その理由は革命後も生産中心の方針は変わらなかったが，自給自足的農村では
家事の経済的役割はまだ極めて大きかったからである。その転換からとり残さ
れた農村を合理化するために， 1957年の第三回全国婦女代表大会では，家事も
社会主義建設の重要な分野であることを強調した運動方針が決議された。これ
に対し翌年毛沢東はより共産主義の理念を強調する形で大躍進・人民公社化を
打ち出し，女性にも社会的参加に参加せよと呼びかけたが，農村は都市と区別
されとり残された。農村女性は大学等へ進学するといった形で都市戸籍を取得
する以外に，職業を選択する道は閉ざされていたのである。
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復古的政策との対崎
1939年から国民党統治区では「女は家にJ 論が出ていた。 1940年 7 月重慶
『大公報』が端木露西の「青色の中の一つの暗点」を発表した。女性は家に帰っ
て「良妻賢母」になるべしと主張していた（注57）。「女性の異の居場所は『家庭』
にある，なぜなら『家庭』の中だけに真実の，生物的な，永続的な平等がある
からである」（注58）という生物的平等論および沈従文（注59）の分業協力論をおこ
してきた。
この「女性は家に帰れ」論を理論的根拠として各地で広げた女子職員採用の
禁止，制限の事件がおこり，女性の就業が大幅に侵害された。 1939年 9 月国民
党交通部所属の中国郵政総局が女子職員就業制限の四か条を決めた（注60）。この
通達が出ると，国統区の政府機関，工商企業，医院，学校，また一部の戦時機
構に連鎖反応を引き起こしてきた。このような，復古的な論調は，男女平等経
済への転換後も起った。
1957年の運動方針は女性を家庭へ追いかえそうとする劉少奇，部小平の意図
で決まった。これは修正主義路線として批判されたが， このような考え方は
1950年代も中国では支配的であった。その意味でも女性に関して保守的かっ経
済的役割の大きな農村を事実上，都市部と切り離し，都市部を中心とした工業
化，男女平等は成功を収めた。
さて，社会主義システムの当初の意図は，政治的，倫理的背景を伴った経済
的インセンティブを，労働者の愛国心と共産主義的意識に置き換えることにあっ
た。 1954年に制定した憲法では「女性は政治，経済，文化，社会，家庭のあらゆ
る分野で男性と同じ権利を持つ」，「同一労働，同一賃金」となった。国家建設の
ため，女性を家庭から社会へ投入するとの方針のもと，女性は工場長，科学者，パ
イロット，教授，船長といった職種へ進出し，特に医師は全体の60%を女性が
占めた（メイエール・ s' 1995）。女性は科学技術，経済，教育分野で男性と比肩
する活動をするようになったのである。その成功の鍵が「ある選択」であった。
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ある選択と仮説
1936年外国資本は旧中国工業に主な比率を占めた。特に重工業では独占する
状態であった。鉄鋼・石油95%，電力75%，鉱業・運輸業71.6% に達してい
る（注61)。 1945年第 2 次世界大戦が終わり，敗戦国である日，独，伊の在華資本
は国民党政府によってすべて没収された。 1946年蒋宋孔陳四大家族を主とする
官僚資本は中国全工業資本の80%を占め， 1949年敗戦前に中国の鉄鋼産業90%,
石油・非鉄金属100%，発電力67%の生産が独占された（注62）。戦後の経済は混
乱し，とくに重工業が完全に崩壊状態にあった。国民党は有効統治を行えず，
中国の混迷はやがて国民党と共産党の内戦状態の終結によって解決される。
1949年から52年かけての 3 年間で，軽工業生産高は103億元から221億元となり，
重工業生産高は37億元から 122億元に達した。伸び率はおよそ 4 倍である。軽
工業と重工業の比率にも大きな変化があらわれ，重工業の生産高は1949年の26.4
%からおう%へと伸びた（注63）。その結果，重工業中心の大量の雇用創出と女性
雇用創出がもたらされた（図表13参照）。次いで1953年の「過渡期の総路線」
では，「主要な力を集中し，重工業を発展させる」と重工業化が明言された。
図表13 従業員，女性従業員数の増加
単位：万人
年末総人数 1949年を100 女性数 1949年を100とする指数 とする指数
1949 800.4 100 60.0 100 
1952 1580.4 197.5 184.8 308.0 
1953 1825.6 228.1 213.2 355.3 
1954 1880.9 235.0 243.5 405.8 
1955 1907.6 238.3 247.3 412.2 
1956 2423.0 302.7 326.6 544.3 
1957 2450.6 306.2 328.6 547.7 
出所：『偉大的十年』人民出版社， 1958年， 159～161頁
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さて，この男女平等への転換に関して， 3 つの説明原理が成立しうる。第ー
は，男女平等は政治的変革が起り次に経済的変化が起った，との説である。こ
れは共産党政権の男女平等政策が経済において女性を進出させた，とする説で
ある（政治先行説）。第二は，経済的変化が起り，それに政治的変革が迫随し
た，との説である。経済で女性が進出し，それを共産党政権は制度的に正当化
した，と考える（経済先行説｝。第三は，その複合説である。 49年以前の共産
党支配地区では政治先行説で，それ以後は，中国全体について経済先行説で説
明できるという考えである。
上記の女性を支援する多くの事業投資が行なわれた背景には，中国の急激な
成長が女性労働者によって荷われ，その経済成長と女性支援が同時並行的に進
んだことを示している。このことは，中国政府が女性への支援が経済成長の前
提と考えていたか，もしくは前提ではなくても並行すべきことと考えていたこ
とを示している。少なくともそれ以前の政権の女性が社会進出して後追い的に
支援投資が増加するといった政策とは一線を画すと思われる。
1949年の新中国成立時には，産業は崩壊状態で，外資系企業は国外退去を迫
られた。多くの企業は崩壊して，女性を中心に大量の失業者が存在した。全国
の産業の雇用された女子労働者は60万人しかおらず，労働者総数の僅か7.5%
を占めていたにすぎなかった。この中で，経済先行説で説明できる男女平等政
策が全国的に施行されたのである。
新中国成立前の1949年以前は全中国で500万人の失業者がいた（注64）。 1953年
までに企業は国有企業または地方自治体が創立した集団企業へと改組された。
1949年は26.2%が国有企業， 0.5%が集団企業となり， 52年には41.5%が固有，
3.3%が集団企業となった（注65）。固有企業が設立され，工場建設が相次ぎ雇用
者は徐々に増加した。特に，紡績業の生産は 3 年で 3 倍以上に増加し，この荷
い手は女性であった。各産業における固有企業の成長を受けて， 1956年以降，
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固有企業が経済のほとんどの部門を全面的に支配することになった。この年は
雇用者数が800万人以上と急増し，ほぼ3000万人に達した。これに対して自営
業者は600万人以上急減し，全体で僅か16万人という状態であった。これは国
営化が進んでいた結果である。労働者は仕事が保証され，失業状態でいること
は社会悪とされ，職業に就くことが男女とも義務と考えられるようになった。
そのため， 1958年末には失業は見られなくなった。
この間の成功を説明するには，一般的には，下記の説明が行なわれる。 1950
年代には中国大陸は封鎖された（朝鮮戦争）状況にあって，工業化が必要とす
る資金は国内の蓄積に頼るしかなかったので，国家は人力と財力を集中して重
点的な建設を支える方式をとって，女性は組織された，との説明が一般的であ
る。しかし，この説明だけでは不十分である。選択肢はまだ他にも在った。
1949年の時点で中国政府は，都市部の高度成長を荷う人材としての男女を選
ぶにあたって，都市部の男性と都市部の女性のみを選んだ。日本のように農村
からの大量の都市への人材流入を行わなかった。
ここで疑問が生じる。政府には都市部の女性，農村部の男性，農村部の女性，
の 3 つの選択肢があったはずである。都市部の女性は，農村部の男性，農村部
の女性と代替的な資源であったと思われる。なぜ，都市部の女性が，体力的に
優れる農村部の男性，コスト競争力で優れる農村部の女性に対して，選択され
たのであろうか。欧米日の高度成長期は都市部の男性労働者が選択された後，
次に選択されるのは一般的に農村部の男性，移民の男性であった。なぜ，中国
では都市部の女性が選ばれたのか。
1949年～1957年は新民主主義から社会主義に移行する時期と呼ばれる。都市
部の「国営化」と農村部の「土地改革」を社会主義改造の重大な対応措置とし
て行なわれた。そして， 1954年に戸籍法が成立して，経済システムにおける人
的移動の体制が固定された。この間の5年間で都市部の女性が選択されたと考
えるのが自然である。なぜ，都市部の女性でなければならなかったのか。この
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点が「ある選択」の鍵であり，後述する。
1957年には劉少奇，部小平による男性中心の経済への転換の企てが失敗した
とある（注66）。このことは，当時既に，都市部の女性が選択されたことが社会的
に認知されていたことを示している。
仮説を立ててみよう。中国政府は 2 つの課題を抱えていたと思われる。それ
は在る意味で経済成長よりも重要な課題であった。一つは，軍事的脅威に対す
る箪事力の強化である。もう一つは，旧政権および地方に肢麗する軍事勢力等
による政府転覆の脅威である。このことが，地方である農村部の男性への経済
資源としての選択をためらわさせた。地方の農村男性は貴重な軍事的脅威に対
する軍事資源であった。しかし，その軍事資源は同時に政府転覆の脅威でもあ
る。
したがって，「政治安定を目的とした」以下の思考過程が中央政府において
あったと仮説が立てられる。①初期経済発麗は都市部に中央政府よりの男性を
集めて行なわれた。②次に，その男性の同郷および中央政府が信頼できる女性
との縁組，③地方の農村部で軍人（主に男性）を公募する，④軍人教育を通じ
て中央政府に対して忠誠を尽くすことを教える，⑤忠誠の代償として都市戸籍
をこの男性に与える，⑥その男性は出身地の女性と，都市部で高い生活をでき
るエリートして縁組する，⑦その縁組を通して，中央は地方を懐柔することが
できる。
経済的活動を始めた人材は軍事的関心が薄れる傾向がある。彼らの関心は国
防より，経済的成功に向かうからである。したがって，地方の農民を経済資源
として利用しないことは，軍事力を地方に大量に保持でき，海外の脅威に対抗
できる。また，都市へその一部を軍人として集めることは，中央に人質に取る
ことと同じ結果をもたらし，地方の離反が起りずらい。これは漢王朝等の政策
から，学んだ政策であるとも思われる。
このようにして，できた都市は，初期からの都市部男女と新たな農村出身軍
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人の組み合わせであった。そこに，農村女性が縁組し，都市が形成されたと思
われる。この都市は労働流入を制限されたため，高度成長期は労働不足となり
がちである。したがって，都市部女子は当然、のごとく労働を期待される。これ
を中国政府は男女平等社会と世界に宣伝できる。次に，それ以降の労働流入は
軍人以外に大学卒業者が加わった。
なお，このような女性の活躍が可能になった前提のひとつとして，纏足女性
の減少がある。纏足が女子労働に対する重大な制約をなしてきたものであると
いう点において，阿部氏は労働能力（とくに体力）の発揮を制約することによ
り作業のうえに影響し，労働能率の低位をもたらしたと述べている（注67）。この
ような事情はいうまでもなく女子労働者の雇用を妨げた。纏足禁止運動によっ
て纏足の習慣はしだいに廃止され， 1949年の建国初期新世代の間ではほぼ皆無
になった（注68）。このことは1949年のある選択の前提となったと思われる。
しかし，やがて都市部においては，多くは血縁による労働移入に頼ることに
なった。高度成長を荷う労働不足を女性が支える時代は固定化され得た。まさ
しく，毛沢東のいう世界を男女が支える世界が実現したのである。しかし，こ
れは経済合理性と地方の農村から機会を奪った引き換えに手にしたものであっ
fこ。
男女平等の経済と市場経済
20世紀初頭，中国各地でみられた劣悪な労働は1949年の共産政権の成立とと
もに大幅に改善された。また男女差については制度上で存在しなくなった。し
かし，この男女差のない工場での雇用は都市戸籍をもった約 3 億人のみが事受
できるものであり，他の10億人にも達する農村戸籍を持った人には無縁のもの
であった。
ここで，注目しなければならないことは，都市部と農村部が明確に分離され
たということである。工業は都市部と規定された地域のみの産業となった。そ
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うして，農村からこの都市部への人口の流入は後述するように厳しく制限され
た。その結果，農村から都市の工場へ連れてこられて劣悪な労働をする人はい
なくなった。なぜなら，農民は移動できなし、からである。農村部では農業に専
念するのだから，当然のごとく，劣悪な工場労働は存在しなし、。なぜなら工場
が存在しなし、からである。後は，都市部にのみ，限定して管理された良好な男
女平等の工場を実現すればよい。
1949年以前は都市，農村に関わらず，厳しい労働条件が幼い女工に課せられ
た。ところが共産中国の成立で，都市部労働者は工業化における特権階級とな
り，農村部は工業とは無縁の存在となった。かつての劣悪な工場労働の記憶も
忘れ去られようとしている。ところが， 1978年以降の市場経済化によって，農
村部を中心に郷鎮企業，外資が進出し， 1949年以前の苛酷な労働が再現されつ
つある。
戦前における日本企業の中国進出の悲惨な現状を分析し，農村部においては
今後の労働環境の悪化について考察する意味はここにある。また，都市部につ
いては男女平等経済がどのように機能し，崩壊しつつあるかが問題とされねば
ならない。
戸籍制度と男女平等経済
1949年の新中国成立まで，中国の人口移動は原則的に自由であった。 1958年
1 月に全国人民代表大会常務委員会が「戸籍登記条例」が発布された。同条例
によって，農村に生まれれば農民となって人民公社で働き，都市に生まれれば
都市戸籍を持つ労働者となることが義務付けられ，許可なく都市部と農村聞を
流動することは禁じられた。都市住民はそれぞれ単位から収入と各種社会福祉
を受け，自治組織の居民委員会（54年設立）に所属した。
都市戸籍と農村戸籍はそれぞれ固定化した身分となり，法定の隔離制度が施
行されてきた。このような都市・農村の二元的社会構造は，工業化を実現する
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ために，農業から原始的な蓄積を図るという当時の国家戦略と大きく関連して
いる。
この政策により農村部を中心lこ人的移動が大幅に制約されているO このため，
各都市，各生産拠点は労働力を自給，自立する必要があり，その結果，都市部
の女性労働者への依存度は高まったと思われる（「ある選択」により都市部の
女性が選ばれた）。女性労働者に対する導入労働者（他地域男性労働者）によ
る排除は米欧日のすべての国家が経験したことである。中国において，戸籍制
度はこの問題を生じさせなかった。
この戸籍制度は労働者の自然淘汰が起こりにくい。このような競争制限は，
より柔軟かっ的確な政策誘導を必要とする。均衡のとれた発展を図るためには，
単に投資拡大に依存するだけではなく，生産要素の自由移動，即ち人材，労働
力，知識や技術の自由移動が不可欠であり，戸籍などの人の移動を制限する諸
政策の規制緩和も急務となっている。しかし，かつて都市部で男女平等経済を
実現する意味では大きな意味があった。それと平行して機能したのが次ぎに述
べる単位制度である。単位制度は政治的な意味で取り土げられるが，経営組織
的な視点を中心に分析する。
単位制度
1949年以後に社会が再編されてから，中国の社会構造の最も重要な特徴はあ
らゆる社会組織がみな簡略化されて「単位」になり，あらゆる個人はみな何ら
かの具体的単位に組み込まれた。「単位」は行政職務のランクや専門の業務の
性質によって編制された厳格な体系を構成しており，学者はこのような組織構
造を「単位体制」と呼んでいる（路風1989）。言い換えると，単位体制とは，
国家を代表して個人を統制し，一方では国家に代わって個人に基本的な社会保
障を提供する。一般に所属する単位は単位が国家的に重要性が高いほど高い完
結性をもっている。これは高いクラスの単位と表現される。
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中国の最も代表的単位としての国有企業は，単に生産のための組織であるだ
けでなく，従業員全体の生活を保障し多くの社会福祉機能を担っている単位で
もあり，従業員の住宅はすべて単位から支給され，大型家具も単位から無償で
提供された。この他，単位の中には，商店，食堂，銀行，幼稚園，学校，宿泊
施設，映画館，病院など，生活に必要な最小限の施設は一応全部揃っていた。
このような単位ごとの完結した資源配分の方式で，女子労働者に安定した就
業環境が創られてきた。高いクラスの単位（大型国有企業，行政部門）に所属
する従業員は，単位の外に出なくても，日常生活には何の差障りもないように
なっていた。幼稚園，学校，病院はその単位の内に建てられ，家属院（従業員
の住宅団地）も職場に近い所にある。単位は閉鎖型管理をとり，外からの人が
自由に出入できないので，小学生から親の送迎がなくても自分で学校に通うよ
うになった。そして，生産，仕事，学習，生活などの面で互いに助け合う風潮
があり，女性が安心して出産，育児と職業を両立できてきた。福祉制度の完備。
社会主義制度の優越性を具現するため，国家の福祉制度として企業内で託児所，
晴乳室が作られ， 1953年中央人民政務院の「中華人民共和国労働保護条例に関
する若干の修正的決定」によって女性従業員は56日の有給産休制度が実施され
ている。共産政権成立以来，婦女と児童の衛生事業は著しく発展，拡大した。
事業投資は急増し，婦人産科医院は全国では1949年80 ヵ所， 1952年98 ヵ所に上
り，そのベッド数は1762台から4052台に増加した。婦女と児童の保健センター
は1949年には 9 ヵ所しかなかったが1952年2379 ヵ所に達した。また，幼稚園，
託児所は1949年の約300 ヵ所から 1952年の約2700 ヵ所になった（注69）。
また，国家のために利を図る政治教育を受けている上で，従業員の中に仕事を
何より大切にする思想が養われてきた。
また，福祉制度としての単位における，ほとんど残業なしの短時間労働は，
夫婦双方が協力して家庭をよく経営し，和やかな家庭教育環境の中で子供を育
成させることができた。その結果，女性労働者は後顧の憂いなく家庭と仕事を
両立でき，好循環が形成されていた。
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改革前，中国の「単位」は，都市人口の就業問題を解決するための重要な受
け皿となっていた。人事権を持たない企業「単位」は，上部から回されてくる
新規従業員を工場の生産規模とは関係なく無条件に受け入れていた。人事を管
轄する行政部門が都市住民の就業を統一的に手配する「統包統配」（統一請負
統一配置の終身雇用制度）制度が行われた。
単位制度は農村部の労働者を縁故によって都市部へ移動させるといった側面
を持っていた。この単位への移動は縁故であるため男女の比はほぼ同比であっ
た。そのため，中国の都市部への労働力移入は男性に偏ることがなかった。そ
の結果，男性労働者に比較して，女性労働者は，育児，家庭の伝統でしばられ，
移動に制約があるにもかかわらず，都市部で高い就業率を達成し，高度な職種
に従事できた。
改革前の中国の企業は，ただ中央政府で作成した計画の下請け生産工場であ
り，自らはこれ以外何の権限も責任も担わない，行政機構の末端組織としての
企業といえる。したがって，企業単位の経営者は採用を依頼されると，用不用，
男女の割合といった配慮なしに無定見に受け入れがちである。この結果によっ
て経営の成果がどのように変わっても，経営者の評価には直接関係ないからで
ある。
要するに，労働移動はまず国家のイニシアティヴで行なわれる，次は企業が
イニシアティブをとり，最後個人のイニシアティブの順番で行なわれる。計画
経済時期には，外部労働市場がないため，需給のマッチングは「組織異動」
（国家による命令での労働移動）の際，「国家の原理」で規定された。企業内労
働市場の移動は，小規模な「組織異動」（国家を背景にした企業による命令で
の労働移動）である異動や昇進によって調整される。これは，見かけは「組織
の原理」であるが計画経済下の中国の単位では「国家の原理」であったのであ
る。計画経済においては，国家の原理は企業内でかならずしも内部経済的に合
理的とはいえないが，国家全体といった外部経済的には合理性をもたらすこと
が知られている。計画経済下における国家の原理は，中国に多くの成功をもた
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らしたが，この成功は企業の外部経済的な合理性によっていた。つまり，全体
最適，部分不最適の論理が成立できていたのである。この論理に従って，単位
で高い地位を得た女性たちは，大きな業績を達成した。
単位における人事管理は，組織異動（行政命令）によって決定される。この
ため，男女平等が建前の行政命令のもと，都市部の女性は男性と同様に単位で
地位を保障されてきた。これが中国における女性の社会進出であった。このよ
うに女性が男性と同等に仕事の場を得ることができ，能力を発揮しえたのは単
位に支援された面が大きい。単位においては国の指示で仕事を各自の専門にも
とづいて行う。その仕事は市場の要請で発生するのではなく，国家によって発
生する。
一般に市場の要請する仕事は場所と時聞を固定できなし、。専門知識も固定で
きなし、。それに対して国家の仕事は場所，時間，知識をも固定できる。育児等
で固定的生活を要求されがちな女性にとって，市場の要請の仕事に比較して国
家からの仕事は，職能と社会地位を維持するうえで望ましかった。場所，時間
の固定は，育児等にかかわる移動を節約し，専門の固定は学習を節約し，容易
に生活と仕事が両立できた。
また，「働かざる者は食うべからず」という共産党の揚げる論理道徳のもと
に，無職の女性は社会的に低い存在とみなされた。また国の資源，生活に必要
な物の全てが「単位」を通しての配給制となっていたため，「単位」の外での
生活は事実上不可能となった。単位の中ですべての労働年齢の男女は労働が義
務付けられた。都市部の女性は例外なく「単位」で働かなければならなくなっ
fこ。
さて，単位は全人民制と一部の人民集団所有制に分かれている。都市部の女
性は圧倒的に全人民所有制である事業単位（行政部門）と国営企業に所属した。
この中で，人民集団所有制「単位」で働く女性は男性より圧倒的に多く，中年
層女性と低学歴者が多かった。これらの集団所有制企業は中小規模の企業が多
く，単位としての資源配分機能が弱く，全人民所有制企業に比べて福祉制度で
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劣位であった。幼稚園，学校などを備えた企業はほとんどなかった。この点で，
男女は現実には平等ではなかった。次ぎに，単位における人的流動を考察する。
子弟の縁故採用
単位で，退職賃金労働者の子弟に対する縁故採用は1956年に開始された。ま
た62年には，高齢の退職賃金労働者で生活が困難な場合に，子弟をかわりに仕
事に就かせること（子女頂替）が許可されるようになった。単位では従業員の
家族を優先させた就業ルールが形成され，とくに有力国営企業では単位の従業
員の子弟を就業吸引する傾向が強くなった。この結果，同じ単位で働く夫婦や，兄
弟，親子が多くみられるようになった。大型国営企業単位はいわゆる家族の複
合体となった。この子女頂替は女性の進出にプラスになるシステムでもあった。
家族全体が同じ単位内に勤めることにより，子供の面倒をみることが家族内の
自然分業に委ねられ，容易になった。男女の別なく育児が分業されることが自
然であった。このために，女性が安心して働ける環境が醸成されたのである。
上記の，単位制度を中心とした男女平等経済は1978年の市場経済化政策とと
もに揺らぎ始めた。女性が男性との競争で不利になることが予想された。とこ
ろが，同じに施行された一人っ子政策が，女性の社会的活動を支援するという
予想外の機能を持っていた。これは，多くの政治家，学者が見落としている点
である。
一人っ子政策の予期せぬ効果（79年の政策）
欧米及び当の中国政府もまた女性自身も気づかなかったことであるが，一人っ
子政策は女性の職場進出の拡大，職務の高度化，男女平等経済の維持に大きな
役割を果たした。 79年代以降の一人っ子政策は，女性の育児，家事負担を軽減
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し，その結果，多くの中国女性は，時間を他の目的に使えることになった。こ
れと同じ効果を持ったのが，欧米で起きたテクノロジーの発展による女性の家
庭からの開放である。家電製品は家事・育児労働を大幅に軽減し，避妊技術，
遺伝子工学は女性の出産，育児基聞について大きな自由度を与えた。この欧米
のテクノロジーに相当するのが，一人っ子政策である。その構図は以下である。
( 1 ）家庭の電化等による女性の家事からの開放。
(2 ）避妊法，遺伝子関連技術の発展による出産時期，育児時期の制限からの
女性の開放（欧米）一人っ子政策によって，子供の数が減った結果，一昔前の，
常に女性は妊娠しているといった状況から開放され（中国），自分で支配する
時間が得られた。
5. 結語
市場経済移行以前における中国は，男女を問わない人材登用を行った。市場
経済への移行とともに，女性の失業率が男性を上回って，女性の職位は相対的
に男性より低くなってきている。この問題は中国における過去の史的背景を抜
きに論ずることはできない。本研究は，中国における女性の組織内での職能，
役割構築について時系列データで論じた。
中国は市場経済化の現在，都市部は女性労働者を中心とした大規模失業，農
村部は後述するように戦前の苛酷な工場労働の悪夢の再現といった 2 つの大き
な問題を抱えている。本研究はこの問題が1949年の中国指導者の行った「ある
選択」に源を持っと考えた。
中国は戦前に悲惨な工場経営の経験を持っている。官僚に支配された工場，
外資系工場は中国人に極めて苛酷な労働を強いた。特に幼女を含む女性労働者
が大量に農村から都市部の工場に連れてこられ，非人間的な低賃金長時間労働
が行なわれたことは，中国の指導者層の経験知として残った。このため，中国
は1949年における都市労働者の不足の時，都市女性を選択し，男女平等経済を
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実現した。
場の選択で，都市部と農村部が分離された。その理由は農村から都市への女
性の連行による劣悪な労働の経験知に加えて，農村が自給自足であることによ
る。革命後も生産中心の方針は変わらなかったが，自給自足的農村では家事の
経済的役割はまだ極めて大きかったからである。女性に関して保守的かっ経済
的役割の大きな農村を事実上，都市部と切り離し，都市部を中心とした工業化，
男女平等は成功を収めた。その成功の鍵が「ある選択」であった。その選択は
大きな政治的，経済的な成功を収めた。
ところが，その選択は，農村部を1920年代のまま，残すことになった。現在，
市場経済化が進む中で，農村はかつての1920年代と同様の悲惨な労働を強いら
れる可能性がある。本稿は，事例研究を通して， 20年代を学習する必要がある
こと， 1949年の中国政府の選択が50年後の中国を決め，今後を決めることを明
確にした。
ふ王
1 ）隷属期と規定できる理由は両親，男系兄弟への隷属，社会における経済的，政治的自立が
困難な状況等である。女性は低賃金・単純労働以外は雇用機会が極めて少なかった。また教
育の不平等，結婚後の男性，婚家への隷属，社会的，相続での不平等，老後における男性よ
り低い生活保障等の不平等といった面でも隷属と規定できる。
2 ）張棒（1988）「中国女性の現状と問題（講演録）」『中国研究月報』 484巻25頁
3 ）同掲書25頁
4) 羅蘇文（1996）『女性与近代中国社会J 上海人民出版社
5 ）同掲書，関東庁『昭和六年関東庁労働統計書』 135頁～137頁を参照
6 ）呉承明 (1985）『中国資本主義与国内市場J，中国社会科学出版社126頁， 130頁
7) 呉承明 (1956）『帝国主義在旧中国的投資』，人民出版社82頁
8 ）同掲書107頁
9 ）厳中平 (1985）『中国近代経湾史統計資料選輯J 科学出版社128頁
10）呉承明 (1956）『帝国主義在旧中国的投資J，人民出版社97頁
11) 同掲書98貰
12）厳中平 (1985）『中国近代経済史統計資料選輯』科学出版社124, 128頁
13）孫健 (1996）『中華人民共和国経済史』中国人民大拳出版社12頁
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14）『中国近代工業史資料』第 3 輯1419頁
15）楊西孟及び陶孟和両氏が1927年 28年に上海曹家渡の紡績労働者230世帯について行った
家計調査である。
16）小野和子(1987）『中国女性史』平凡社
17）岡部利良氏は「中国の国民の聞に広くみられる貧困という事実のうえに比較的早くから資
本主義的諸影響ーことに女子が永く中に閉ざされてきた中国伝統的な家族制度ならび中国の
農村においては広範にわたって存在してきた自給自足経済・家内経済の弛緩・崩壊などの事
実が加り，そしてこれらのことから，とくに禁中では比較的に家庭からの解放が行なわれ，
ひいて彼女立ちは否応なく仕事を求めて外に出て働かなければならなかった」というように
述べった（岡部利良『旧中国の紡績労働研究ー旧中国の近代工業労働の一分析』， 1992，九
州大学出版社， 98頁を参照）。
18）同掲書39頁
19）女性の賃労働への参加はその程度において地域的に相違があり，華中においては女子の賃
労働への参加は比較的多く，これに対して同時期華北では少なし、。しかし，日中戦争以来，
男子労働力の不足ならびにこれらのことによる男子労働者の賃金の高騰により，華北におい
ても，低賃金労働者ということから女子労働者雇用の傾向が強くみられるに至っている。同
掲書134～137頁， 140～142頁を参照
20）同掲書226頁
21) 同掲書226頁， 227頁
22）同掲書75～77頁
23）『大阪毎日』 1920年 5 月 23 日
24）同掲新聞
25）羅蘇文『女性与近代中国社会.l. 1996，上海人民出版社
26）同掲書
27）向掲書
28）同掲書
29) 
④本調査におけるi今場は日本内地人工場316，中国人工場161，朝鮮人工場 6 ，外国人工場
3 ，総数486にして，日本内地人工場最も多く総数の65%に占める。前記工場に属する労
働者数は中国人39,666人，日本内地人3,856人，朝鮮人1,111人，外国人 3 人，総数44,636
人にして，中国人労働者大部分を占め，総数の89%に達する。
｛＆」~場総数486中鉄道附j高地260，関東州226にして鉄道附属地は関東州に比べやや多い。
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地方別 総数 日本人内 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場地人工場
総、 数 486 316 6 161 3 
総数 226 124 101 
関 旅順市 12 8 4 
東 大連市 168 104 63 周水子 5 3 2 
州、｜ 金州、！ 1 2 9 
其他 30 7 23 
総数 260 192 6 60 2 
営口 10 9 
鉄 鞍山 4 3 1 
遼陽 5 5 
道 奉天 53 48 2 1 2 本渓糊 2 2 
安東 54 48 6 附 撫順 45 38 4 3 
鉄嶺 5 5 属 関原 4 3 
四平街 8 3 5 地 公主嶺 1 5 6 
長春 23 10 13 
其他 36 15 21 
③事業別の工場数と労働者数
事業主別分類では，日本内地人工場において，総数316工場中20以上の事業は，窯業，
金属工業，木材・竹材に関する製造業，飲食料品晴好品製造業，化学工業，製版印刷製本
業，機械器具製造業であり，中国人工場においては総数161工場中20以上の事業は，化学
工業，繊維工業，客業，飲食料品曙好品製造業である（関東庁『昭和二年 関東庁労働統
計書』（昭和4年） 4貰参照）。
労働者数をみると金属工業が最も多く，ついては繊維工業，窯業，機械器具製造業，化
学工業である。日本内地人労働者は総数3,856人中機械器具製造業1、900人で最も多く，次
で金属工業758人，ガス電気及び天然力利用に関する業305人，そして窯業，製版印刷製本
業等である。中国人労働者は総数39 666人中金属工業8 267人が最も多く，次で繊維工業7
301人．窯業6,498人，それから化学工業，機械器具製造業等である。
また，日本内地人工場と中国人工場と比較すれば，日本内地人工場は中規模工場の比率
が多く，中国人工場は小規模工場の比率が多い（関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書』
（昭和4年） 6頁参照〕。
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30) 事業別男女労働者数
労働者数
総数 日本内地人 中国人 朝鮮人
男 女 男 女 男 女 男 女
総 数 40674 3962 3781 75 36295 3371 595 516 
窯 業 6752 77 248 7 6436 62 68 8 
金属工業 9026 7 758 。 8260 7 8 。
機械機具製造業 5507 。 1900 。 3603 。 4 。
化学工業 "4005 661 71 。 3728 478 205 183 
繊維工業 5689 1893 87 29 5533 1768 69 96 
紙 工 業 454 153 42 1 357 46 55 96 
皮革，骨，角，羽毛品類製造業 12 13 1 。 1 13 。 。
木，竹類に関する製造業 2670 4 54 。 2593 4 23 。
飲食料品，噌好品製造業 2436 1027 76 2 2298 894 60 131 
被服，身の回り品製造業 552 62 24 。 516 62 12 。
土木建築業 145 。 7 。 138 。 。 。
製版，印刷，制本業 1429 37 204 17 1135 18 90 2 
学芸，娯楽，装飾品製造業 70 。 8 。 62 。 。 。
瓦斯，電気及び天然力利用に関する業 1713 9 296 9 1416 。 1 。
其他の工業 214 19 5 。 209 19 。 。
出所：『昭和二年関東庁労働統計書』 8 頁～11頁により作成
31) 
女性における事業別労働者総数に占める割合
日本内地人 中国人 朝鮮人
総 体 2% 9% 46% 
窯 業 3 1 1 
金属工業 。 0.1 。
機械機具製造業 。 。 。
化学工業 。 1 47 
繊維工業 25 24 58 
紙 工 業 21 1 64 
皮革，骨，角，羽毛品類製造業 。 54 。
木，竹類に関する製造業 。 0.1 。
飲食料品，噌好品製造業 3 28 69 
被服，身の回り品製造業 。 1 。
土木建築業 。 。 。
製版，印刷，制本業 8 2 2 
学芸，娯楽，装飾品製造業 。 。 。
瓦斯，電気及び天然力利用に関する業 3 。 。
其他の工業 。 8 。
出所：『昭和二年関東庁労働統計書』 8 頁～11頁により作成
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32）繊維工業中の綿糸紡績業6人，飲食料品・噌好品製造業中の精米，煙草製造2人，化学工業
中の燐寸製造l人，紙工業1人，印刷業1人（『昭和二年 関東庁労働統計書』 157貰～169頁
を参照）。
国籍別従業年数別男女労働者数及び比率
労働者数 比率（%）
総 数 1 年以内 l ～ 5 年まで 5 年以上 l 年以内 l ～ i 年まで 5 年以上
総 数 男性 40674 10865 14988 14821 27 37 女性 3962 2141 1627 194 54 41 
日本内地人 男性 3781 198 536 3047 5 14 女性 75 24 21 30 32 28 
中国人 男性 36295 10541 14155 11599 29 39 女性 3371 1891 1356 124 56 40 
出所：『昭和二年関東庁労働統計書』 157頁～169真により作成
33) r昭和六年関東庁労働統計書』（昭和七年） 34頁を参照
34）『大阪毎日』 1920年5月 23 日
36 
5 
81 
40 
32 
4 
35）阿部手lj良『旧中国の紡績労働研究 旧中国の近代工業労働の一分析J. 1992，九州大学出
版社， 378頁
36）関東庁（昭和4年）『昭和二年関東庁労働統計書』 15頁を参照。
37）関東庁『昭和六年関東庁労働統計書J 135頁～137頁参照。
38）伺掲書37. 38頁
39）同掲書135～137頁
国別男女別一日平均賃金
総平均 日本内地人男性 女性
総 体 0.57 3.28 1.07 
窯業，土石加工業 0.44 2.64 0.72 
金属工業 0.64 3.03 。
造船業，運搬用具製造業 1.78 3.77 。
機械器具製造業 1.06 2.38 。
化学工業 0.30 2.60 1.04 
繊維工業 0.23 2.84 1.52 
紙工業，印刷業 0.85 2.65 1.02 
木竹草蔓類に関する製造業 0.37 2.82 。
飲食料品，噌好品製造業 0.27 ｷ l.95 。
被服，身の回り品製造業 0.51 1.60 0.43 
土木建築業 0.41 3.19 。
瓦斯，電気，水道業 0.83 3.45 。
単位・園銭
中国人
男性 女性
0.35 0.16 
0.37 0.17 
0.39 。
0.63 。
0.67 。
0.24 0.12 
0.21 0.19 
0.60 0.12 
0.31 0.15 
0.29 0.15 
0.45 。.22
0.28 。
0.36 。
出所：関東庁『昭和六年 関東庁労働統計書J 135頁～137頁により作成
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40）『大阪毎日』 1920年 5 月 23 日
41) 同掲新聞
42）関東庁『昭和二年関東庁労働統計j 8 頁
43）関東庁『昭和二年関東庁労働統計』 11～12頁
44）これは女性の多くが未成年であることにもよる
45）共産政権成立以前の教育レベルは労働者の読書力で測られた。
46）関東庁『昭和二年関東庁労働統計』 13頁
47）鄭暁瑛衆編『中国女性人口問題号発展』， 1995年，北京大学， 37, 38頁
48）『朝日新聞j 1999年11月 2 日
49）護深「単位体制と中国女性」『アジア女性史比較史の試み』，明石書店， 1997年， 119頁
50）リンダ・グルーブ「中国における女性労働者三世代軌跡」『アジア女性史 比較史の試みj,
明石書店， 1997年， 35頁
51）『解放与改造』 1 巻 3 号， 1919年10月
52）『毛沢東周恩来劉少奇朱徳論婦女解放』人民出版社， 1988年， 46頁
53）『毛沢東論婦女』人民出版社， 1978年， 9 頁
54）『毛沢東周恩来霊lj少奇朱徳論婦女解放』人民出版社， 1988年， 64貰
55）中華全国婦女連合会編著（中国女性史研究会編訳）『中国女性運動史1919 49J, 1995，論
創社， 495～496頁
56）同掲書498頁
57）端木露西「蔚藍中一点、暗潅」『大公報』， 1940年 7 月 6 日
58）ヂ及「談婦女」『女権論弁J，白虹書店， 1943年， 8 ～ 9 頁
59）沈従文「男女平等」『女権論弁』，白虹書店， 1943年， 21～22頁
60）①女子職員を採用するのは，管理局，一統局に限る。②その場合，女子職員の人数は当該
局員総数の 5%以内とする。③女子職員が前記の割当数に達しているときは，募集は男性に
限る。④既婚女性は応募できず，就職後結婚した者は退職させる。「中国郵政局限用女職員」
『江西婦女』二巻三・四期， 1939年12月。
61) 孫健『中華人民共和国経済史J，中国人民大事出版社， 1996, 30頁
62）同掲書37, 38頁
63）『中国工業経済統計資料 (1986年）』，中国統計出版社， 1987年， 117. 181頁
64）この時点での雇用者統計は残っていないが，この3年後の1952年段階で総雇用者は1603万
人にすぎないので，いかにこの500万という数字が大きく，都市部を中心とした社会不安の
原因になっていたかが推測できる。
65）『中国統計年鑑（1984）』，中国統計出版社， 1985年， 194頁
66）末次玲子「中国女性解放の現実と女性史研究の課題」『歴史評論j, 431巻， 1985, 76~ 79 
頁を参照
67）岡部利良『旧中国の紡績労働研究ー旧中国の近代工業労働の一分析』， 1992，九州大学出
版社， 93貰
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68) 1939年険甘寧辺区政府は「婦女の纏足禁止条例」を制定した。 18歳以下の女性は，一律に
纏足を禁止する。 40歳以下の纏足している女性は，ただちにこれを解くこと。
69）『偉大的十年』人民出版社， 1958年， 192, 195, 196頁
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